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新環境ガイドラインに基づく異議申立て手続きに係る 

第1回パブリック･コンサルテーションの模様について 

 
平成14年6月7日（金）国際協力銀行8階会議室において、新環境ガイドラインに基づく異議申立て手続きに係る

第1回パブリック･コンサルテーションが開催され、50名以上の皆様の参加の下、積極的な議論が行われました。
ここでは、会議の模様をお届けします。（なお、参加者の皆様にご発言の内容は確認いただいていないため、文

責は国際協力銀行にあることをご了解ください。） 

 
国際協力銀行からの出席者： 

総務部： 矢島次長 入柿課長 
金融業務部： 藤田課長 

開発業務部： 山田課長 

環境審査室： 森課長 
 

冒頭、矢島次長からのご挨拶につづき、国際協力銀行より環境ガイドラインの説明がなされました。 
 

（森課長） 

 
すでに皆さんの中にはよくご存じの方も多いかと思いますけれども、きょう初めてご参加されている方もいらっし

ゃるということをうかがっておりますので、ガイドラインの中身についてかいつまんで、主なポイントだけご紹介した
いと思います。 

まず簡単な経緯からご説明いたします。発端は本行統合が99年10月でございますけれども、その半年ぐらい

前に、国会のほうでその法案の審議にあたりまして、統一の環境ガイドラインを策定するということが付帯決議さ
れたというところから始まっております。 

その後、2000年10月に環境ガイドライン統合に係る研究会、これはいわゆる有志が集まりまして、個人的な立
場からいろいろ提案をしていくといった研究会ができました。これには政府関係省庁の方、あるいは学識経験者、

ＮＧＯの方、本行の職員も個人という立場で参加いたしまして、約1年ほど議論いたしました。16回ほど議論しまし

て、研究会としての提言を去年の9月にまとめていただきまして、この提言は広く発表されました。 
この提言を踏まえまして、去年の末に向けまして、本行のほうでガイドライン案というものを作りました。このガ

イドライン案を年末にＷｅｂに載せまして、日本および海外からもコメントをいただきました。 
この間並行しまして、なるべく直にコメントもいただいたほうがいいだろうということで、パブリックコンサルテーシ

ョンフォーラムといいまして、本日と同様な形で6回ほど、東京、大阪で開催をして、いろいろと意見をいただいたと

いう経緯がございます。 
ガイドラインの概要のほうでございますけれども、構成としましては初めに前書きがございまして、そのあと第1

部、第2部とつながっております。 
第1部のほうは基本的な考え方を中心に書いており、まずは環境配慮確認に係る基本方針がございまして、そ

れからガイドラインの目的・位置づけ、それを踏まえまして環境配慮確認に係る基本的な考え方を整理したうえで、

具体的な手続について書いております。 
そのあと、これが一つの今回のガイドラインの大きなポイントになっておりますけれども、我々の環境配慮確認

に係る情報公開といったものが新しく含まれてきたということでございます。 
それから意思決定、融資契約等への反映について書いてあり、続いて、これも新しい話として、また今回会合

で議論していただくガイドラインの適切な実施の遵守の確保について言及されております。 

次ぎにガイドラインの適用・見直し。すなわちいつからガイドラインを適用し、見直していくかといったことについ
て書いております。 

要するところ、新環境ガイドラインが特にこれまでのガイドラインと変わっているというところでいきますと、今、
申しあげた情報公開、それから遵守の確保といったところかと思います。 

第2部は、特に本行に融資要請をしていただく方に対して、環境配慮に関してこういうことをしていただきたいと

いうことをより分かりやすく示すものでございます。 
第１番目は、対象プロジェクトに求められる環境配慮ということで、代替案の検討、住民移転の考え方、先住民

への配慮、弱者への配慮、あるいはガイドラインで対象とする環境とは何を指すかといったようなことをここで詳し
く述べております。 

2番目.としましては、カテゴリーＡに必要な環境アセスメント報告書。カテゴリーＡというのは、環境に非常に大き

な影響を及ぼすカテゴリーを意味しておりますけれども、そういった環境に大きな影響を及ぼすプロジェクトにつき
ましては、環境アセスメント報告書の提出を義務づけております。その場合、どういった環境報告書でないといけ

ないかといったことを、ここは細かく指定しております。 
3番目としましては、カテゴリー分類ということで、要するに環境への影響が大きいものを分類して、それをより

深く分析するという観点から、カテゴリー分類をするための基準としまして、セクター、プロジェクトの特性、あるい

は地域特性といった三つの観点からプロジェクトを分類するといったことが書いてあります。 
４番目としましては、スクリーニングに必要な情報ということで、例えばプロジェクトの規模や特性とか、そもそも
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その国においてアセスメント報告書が必要かどうかかというようなカテゴリ分類に最低限必要な基本的な情報を

求める項目が挙げられております。 

それから我々が具体的に環境社会配慮確認について検討していくために、セクター別にチェックリストを設けま
して、セクターごとに何をチェックしたらいいかといったものを作っております。これは今のガイドラインでもございま

すけれども、より精緻なものにしております。 
最後にモニタリングを行う項目ということで、これは基本的には事業者が事業のモニタリングをしていくわけで

すけれども、その中で本行として特に重要視するモニタリング項目といったものを挙げております。 

以上がガイドラインの大きな構成ということですが、この中でいくつか主要なところだけピックアップしまして、簡
単にご説明したいと思います。 

前書きのところでの話は、国際金融業務、いわゆる輸出信用とか投資金融等の業務と経済協力業務、要する
に円借款、両方について、共通のものですということをまず言っております。 

それから私どもは単にお金を貸すだけではなくて、環境配慮確認を通じて、そのプロジェクトが持続可能な発展

につながるといったことを確保していくということを考えているという点。 
それから環境と言った場合、何を指すかということですけれども、当然汚染対策、自然環境というのがあります

が、加えて社会環境、とりわけ非自発的住民移転、それから先住民等の人権といったところにもプロジェクトベー
スで見ていかなければいけないところ、あるいは見られるところについては、ちゃんと見ていきますといったことを

述べております。 

それからＯＥＣＤ等の国際的議論ということですが、これは具体的に言えば輸出信用につきましては、輸出信
用機関において環境についてどういった配慮確認をするか、今、共通のアプローチをとろうといった議論もありま

すので、そういったところの動きもよく見てゆくといった点。 
あるいは開発援助であれば、開発援助の委員会がございますので、そういったところの議論とも歩調を合わせ

ながら検討してゆき、今後必要であれば見直しをするということでございます。 

基本方針ですけれども、特に今回、重視しておりますのが、プロジェクトを実施するところの地域住民、あるい
は現地のＮＧＯといったプロジェクトに関わりを持っている人々のプロジェクトへの参加というのが、非常に重要だ

ということがあるということをここで述べております。この考え方は私どもが求める環境アセスメント報告書に反映
されていると言えると思います。 

それから相手国の主権を尊重しつつ、対話をしていく。これは我々は二国間機関ですし、当然相手国の基準な

り考え方を尊重していく一方で、その基準が我々から見てもおかしいんじゃないかというところがあれば、そこはな
んでそういった違いが出てくるかとよく議論して、相手が納得する形で、適切なレベルまで持っていくというようなこ

とを意味しております。 
それから環境レビューは当然我々が承諾する前にしっかりやるわけですけれども、その後の実施段階におい

ても、ちゃんとそういったことが確保されているのかといったことをモニタリングするということも重視しております。 

手続のほうでございますけれども、スクリーニング、すなわちカテゴリー分類、プロジェクトの影響の大きさに応
じて、そのプロジェクトを分類して、プロジェクトの影響が大きいものはより厳しく見ていくという考え方に基づくわけ

ですが、そういったスクリーニングを早くやるため、情報をより早く貰って、我々として迅速に対応して、分類を行な
い次のプロセスに入るということです。 

分類としましては、カテゴリーＡ、Ｂ、Ｃ、ＦＩとありまして、Ａが環境への影響がいちばん大きくてＢが中間、Ｃはほ

とんどないといったことで、そろぞれのカテゴリ毎にレビューの仕方が違う。特にカテゴリーＡにつきましては、先ほ
どの環境インパクトアセスメントレポートの提出を義務づけまして、それを基にレビューするといった考え方をとっ

ております。 
ここに一つ新しいカテゴリーが入っています。ＦＩ、Financially Intermediatelyということで、ひと言で言えば直接

私どもがプロジェクトの融資という形ではなくて、仲介金融者、ツーステップローンといった、間に金融機関等を通

して複数のプロジェクトに融資するといったものがありまして、これについては今まで明確なガイドラインがなかっ
たので、今回新しく含めています。これは世界銀行に準じた形でございます。 

新しい話として情報公開がございます。これは基本的に私どもの情報公開ということで、融資承諾前にも情報
公開をします。これはさっきスクリーニングを行うと言いましたが、Ａ、Ｂ、Ｃと分類した後に速やかにその情報を私

どものＷｅｂで公開をするということです。 

すなわち、例えば今度どこどこでダムをやりますということでありましたらば、そのプロジェクトの名前と場所、プ
ロジェクト概要、カテゴリー分類、それと共にその根拠をを一覧にしてＷｅｂに掲載するというイメージでございます。

併せて環境アセスメント報告書の情報が既に入っているかといった情報もこのＷｅｂで載せることにしております。
それは承諾前に行ないます。 

なぜこういったことをするかと言いますと、私どももより早い段階で何か問題があるのであれば、いろいろなとこ

ろから情報を貰って参考にしたいということで、早めに情報を公開することによって、あとから問題が出てくるよう
なことを避けたいといったことが一つの考え方でございます。 

それから融資後でございますけれども、環境レビュー結果をＷｅｂサイトで公開します。これもプロジェクトによっ
て環境に対してどのような影響があるかと、どういった対策がとられることになっているかということをまとめ、それ

をＷｅｂサイトで融資承諾後に公開することにより、私どもの審査の結果を明らかにしていくという考え方でござい

ます。 
意思決定への反映ですが、これは要は環境レビューで環境社会面でこういうことを留意しなければいけないと
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言って、それを言うだけではいけないので、融資契約などで条件付けをする等により確保するということでござい

ます。 

融資契約の中で、例えば住民移転が工事前までに行わなければいけないという条項がある場合、これが実際
に履行されていないといったことがあれば、融資契約に基づいて融資を行わないというようなこともあり得るといっ

たことも明記されております。 
それからガイドラインの遵守ということで、本行がガイドラインを運用するにあたってちゃんとそれを守って実施

することが非常に重要な点でございまして、例えば、プロジェクトによって影響を受ける人から、ガイドラインを守っ

ていない部分があるのではないかといった疑念、あるいは異議があった場合に、これをちゃんと受け付けて適切
に対処するようなことをすべきであるといったことをガイドラインで書いております。 

ただ、このガイドラインを作成した段階では、具体的にどういったメカニズムでやるのかといったことについては、
必ずしも議論が尽くせませんでしたので、今日こういった機会を設けまして、今後皆さんと共に議論したいというこ

とでございます。 

それから先ほど申しあげましたように、もう一つ今回のガイドラインで目新しい話として、私どもがカテゴリーＡ案
件、すなわち環境社会に大きな影響を及ぼすプロジェクトに求める環境アセスメント報告書の中身を具体的に示

しております。そこではアセスメント報告書というのがそのプロジェクトが実施される国の中で公開されていると、
すなわちそのプロジェクトについて当該地域の人が事業について認知しており、環境社会面についてもこんな影

響があるんですよといったことが情報公開されていて、それで住民等の意見もプロジェクトに反映されているよう

な形になっているのだろうかといったことを確認するためにも、こういった情報がアセスメント報告書に求められる
ということでございます。 

今の話と関係していますが、アセスメント報告書の作成段階で住民との協議などもちゃんと行って、アセスメン
トのリポートの中に例えば議事録を残すとかそういった形でちゃんと分かるようにしてくださいというようなことが、

盛り込まれているということでございます。 

最後になりますけれども、ガイドラインは今年の4月1日に策定されたわけですけれども、具体的にいつからそ
れを適用するかといいますと、来年10月1日以降、融資要請がある案件に対して適用することになります。したが

いまして今、要請がある案件については、今の説明を申しあげたガイドラインではなくて、その前のガイドラインを
適用するというのがその考え方でございます。 

これからの約1年半の間、特に開発途上国、民間の事業者の方に本ガイドラインの中身についてよく吟味いた

だいて、プロジェクトの準備の段階で、先ほど述べられているようなことがなるべくアセスメント報告書に盛り込ま
れるよう猶予期間といった形で設けております。 

ただし、早期に導入できるものは今年の10月から実施します。ですからあと半年もありませんが、できるものは
やる考えです。例えば新しいカテゴリー分類、カテゴリーの情報公開、レビュー結果の公開というようなことがござ

いましたが、そういった私どもでできるものについては、今年10月から進める方向で準備をしているところでござい

ます。 
特に難しいと思われるのが、先ほど申しあげたアセスメント報告書を現地で情報公開をするとか、あるいは関

係住民と協議をしなければいけないというところがあって、これは当該国の制度もいろいろあり、場合によっては
制度変更の手続き準備も必要ですので、これが今年の10月からというのはなかなか難しいと思われますので、そ

ういうものは10月1日以降ということです。ただ、国によって対応できるところは今年の10月からでも、先方と話しな

がらやっていこうというふうには考えています。以上が、ガイドラインの概要でございます。 
 

 
今後の取り進め方 

 

（入柿課長） 
 

それでは今後の取り進め方について、私どもの考えをご説明させていただきたいと思います。 
まず回数等ですけれども、議論の進行状況等も見つつ、必要に応じまして数回程度開催したいと考えておりま

す。必要に応じまして、外部から講師を派遣してお話をうかがいつつ、皆さんと一緒に勉強していくという機会も設

けたいと考えております。 
それから参加のほうですけれども、資格は制限せず全く自由とさせていただきたいと思っておりまして、本行の

ホームページを通じて開催案内をいたしますので、よろしくお願いしたいと思います。このように会場の都合もござ
いますので、事前に登録はしていただくということになると思いますけれども、原則として参加のほうは制限しない

ということでいきたいと思っております。 

想定される参加者といたしましては、政府関係者ということで今回は経済産業省の方にも入っていただいてお
りますが、財務省、外務省、環境省などから、あとは産業界の皆様、ＮＧＯの皆様、あるいは学識経験者の皆様

などの参加を想定しております。 
進め方でございますが、この異議申し立て手続につきましては、うまくデザインすれば適切な環境配慮を促進

するうえで極めて有効な手段になり得ると考えておりますが、デザイン次第では本行の活動のみならず、企業の

皆様の活動にも極めて大きな影響を与えるものだという認識を持っております。 
一方で、こうした手続というものについては、あまり国内で馴染みがないということもありまして、我々もそうです
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けれども、皆様のほうの理解も一様ではないというふうに思っておりまして、そういう観点から前半部分につきまし

ては関係機関等の先行事例を十分に研究したうえで、そういうことをしつつ何が論点になり得るのかと、どういう

ものが手続をデザインするうえで重要なのかということで、論点整理のためのセッションを何回か設けたいと考え
ております。 

後半ではそうした議論を踏まえて論点整理が行われたということで、その論点に従って本行の手続案を作成い
たしまして、これについて具体的な議論をしていただこうと考えております。 

最終的には目処としまして10月末ということを考えておりますが、そこまでに最終的なこのコンサルテーションで

の結論を得るということを考えております。 
今後取り上げるテーマの例でございますけれども、今回はコンサルテーションの概要ということでございまして、

今後の取り進め方、あるいは皆様からこのコンサルテーションに期待するもの等についてお話をいただければと
思っておりますが、今後論点整理のためのセッションといたしまして、まずは国際機関、世銀やＡＤＢ等でまさに今、

かなりホットなイッシューになっておりますが、そうした国際機関における異議申し立ての手続と、そこから出てくる

論点について整理するセッション、あるいは各国の輸出信用機関とか援助機関等における異議申し立ての手続、
二国間の機関等でございますが。それから民間企業において、海外での紛争解決というものは実際どのようにさ

れているのかという視点で勉強する会を設けたいと考えております。 
それからもう一つは、途上国ですね、ターゲットは基本的に途上国国内で起こることになりますので、実際途上

国の中で、国内においてどのような制度で紛争解決、あるいは問題解決が図られておるのかと。 

あるいはその途上国にとってそうした援助機関ないし輸出信用機関の異議申し立て手続はどのように受け止
められているのかと、そういうことについて研究するセッションを設けたいと。 

それから、さらには我が国政府におけるさまざまな不服申し立て制度、オンブズマンの制度というのがございま
すけれども、そういった我が国の行政法の枠内での不服申し立て制度の現状とそこから出てくるところの問題点、

論点、それからさらに同じ法の体系の枠内に立っておりますところの本行の性格と、本行業務の法的な性格から

来る論点といったものを整理していきたいと考えております。 
そうした先行事例等の勉強から来る論点整理が終わったところで、異議申し立て手続の要綱を取りまとめまし

て、それぞれその論点に従ってご議論いただくセッションを何回か設けるというような進め方でいきたいと考えてご
ざいます。以上です。 

 

質疑応答 
 

（矢島次長） 
 

それではこれから皆様方からご意見をうかがいたいと思っておりますが、申しあげておきますけれども、前回の

私どもの環境ガイドラインの制定に際するパブリックコンサルテーションのときも同じでございますけれども、さらに
透明性を高めるために議事録を作りまして、それをホームページ上で公開したいと考えております。それではご意

見のある方は挙手をいただければと思いますが、よろしくお願いします。 
 

（参加者Ａ） 

 
いろいろ環境ガイドラインの策定にあたっては、ＪＢＩＣさん、関係者の皆様にご協力いただいて、作られたという

ことをここでお礼申しあげると共に、最近の動きもちょっと紹介させていただきたいと思うんですけれども、政府も、
できあがったガイドラインについて各国際機関のほうにいろいろ働きかけをしておりまして、まずＯＥＣＤのほうに

各種会合があったんですけれども、そこでいろいろ紹介させていただきました。また世銀の枠組みにおけるＧＥＦと

か、いろいろなところの国際の場においても積極的にアピールを開始しだしているということをまず紹介させてい
ただきたいと思います。 

それからすみません、先んじて先ほど皆様に席上にお配りさせていただいたんですけれども、入柿課長のほう
からご説明があったと思うんですけれども、第1セッションのほうでは、まずどういった論点のものがあるかというの

をまとめていきたいということだったんですが、中にはご存じの方もいらっしゃるかと思うんですけれども、当財務

省のほうにおいても研究会というのを立ち上げまして、いろいろ勉強を開始しております。その背景にはＡＤＢの
異議申し立てに係る機能の見直しとかという議論もございますし、そういった観点からもいろいろ当省においても

勉強を開始しております。 
そこでいろいろ出てきた意見、それから説明のあった事項、そこの場においてどういったものを議論していかな

くちゃいけないのかというのがだいぶ明らかになってきておりますので、それを簡単にまとめたものということで1枚

の表にしてみました。あまり説明をしなくても済むように若干簡単にまとめてはいるんですけれども、こういった項
目が議論すべき点なのかなというところで、まだこちらの勉強も途中であるということもありますので、さらに追加

すべき論点ということもあろうかと思いますので、まずは素案ということでご了解いただき、今後の議論の土台とな
っていくことを期待して作成いたしました。 

主旨としましては、限られた時間の中で効率的に議論を行うということで、何を議論していくのかというのを整理

するということから、まず素案ということで作ったので、ここでご紹介させていただきたいと思います。 
前回の研究会、環境ガイドラインの提言を作っていったところで、ドラフティングという作業は非常に時間がか
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かるということもございますので、なるべく早く、勉強もさることながらドラフティングの作業も順次進めていくことを

お勧めしたいと思います。以上でございます。 

 
（矢島次長） 

 
どうもありがとうございました。今のお話は、まさに先行事例というのでしょうか、ＡＤＢのお話をしていただきまし

たけれども、入柿のほうからもご説明させていただいたように、十分に先行事例を勉強したうえで進めてまいりた

いと思っております。 
それからいただきましたペーパーを拝見しますと、だいたいどういった機構になるのかと、それから異議申し立

ての方法はどうなのかということでございますけれども、そういったような観点もアドバイスをいただいた点を含め
まして、今後進めさせていただきたいと思います。よろしくお願いしたいと思います。 

 

（参加者Ｂ） 
 

私どもこのガイドラインづくりの研究会のときからずっとおつき合いさせていただいたんですが、来週、実はこの
アセスメント分野の国際学会ＩＡＩＡ、International Association for Impact Assessmentと言いますけれども、国

際影響評価学会と訳しております。ここは環境アセスメントとか幅広くテクノロジーアセスメントの部分も入るような

幅広い概念の学会なんですが、環境アセスメントとかあるいはライフサイクルアセスメント、いろいろ入ってまいり
ます。しかしながらメインはやはり環境アセスメントなんですね。歴代の会長の中には世界銀行の方もおられたり

して、世界の各国の機関が協力しておりまして、今、110カ国以上、世界3,000人ほどの専門家が参加しておりま
す。 

なんと日本としては20年目にして初めて理事が生まれまして、私はその理事になったんですが、その背景を考

えますと、要するに世界中のアセスメントが日本のそういった環境配慮に対して相当関心を持っているんですね。
世界中のメンバーが選挙をして選びますから、なかなか日本人の理事は生まれなかったんですよ。ようやく生ま

れたということは、要するに日本のアセスはどうなっているか、これを注目しているというわけですね。 
昨年の11月にもアフリカのガーナで理事会がございまして行ってきたんですが、そのときに当然この研究会の

成果報告を皆さんに配りましてご説明しました。国際協力銀行はこれからしっかり環境配慮をやるんだということ

を宣伝してきまして、たいへんまた関心が高くなりまして、その理事メンバーからもパブリックコメントで意見が来た
と思いますけれど。 

そんなことでございますので、ぜひこの研究会の議論を踏まえて作られたガイドライン、私は非常に水準の高
いものができたと思っておりますので、これはやはり遵守をしっかりやっていただいて、世界も注目しておりますの

で、それに応えることができるようなものにしていただきたいということで、今回のこのパブリックコンサルテーショ

ンフォーラムで透明性を高める形で議論することをたいへん期待しておりますので、まずエールを送らせていただ
きます。どうぞよろしくお願いします。 

 
（参加者Ｃ） 

 

石油・天然ガス開発業界の業界団体の者でございまして、この一連のフォーラムで本日2回目の発言をさせて
いただきます。 

どうしても業界の人間でございまして、なかなかロジカルなこういう問題について検討する時間的な余裕等もご
ざいませんので、どうしても一般論に終始して恐縮なんですが、私たち知識のない者もオープンに入れていただ

けるということでございますので、一般論として3点ほどお話をさせていただきたいと思います。 

時間のセーブのために、少しメモを用意してきたので、それに基づいてお話をさせていただくことをお許しいただ
きたいと思います。 

まずこれからの議論がどういう方向へ行くかということを予断を持ってはいけないんですけれども、こうなるのか
なということを少しイメージしたうえで申しあげているので、当たらない場合は申し訳ないのですが、申し立ての機

関というものを、これもあり方如何では結果的に産業界も当然当事者でございますので、悪影響というものが出る

のではないかと、制度とか組織というものがあまり硬直的になるという場合には、具体的な被害というものも出て
くるおそれというのを懸念するところであります。 

自分のところの業界のことで恐縮なんですけれども、石油・天然ガスの世界でも経営権を獲得するということは
たいへんに厳しいわけでございまして、最近の新聞報道等の中国の動きなどに見られますように、国際石油メジ

ャーのみならず、たいへんに熾烈な競争というのが行われている。裏面では、見えないところでは、いろいろな画

策というのが当然行われているというようなことがあるわけでございます。 
少し偏見を持っていたらごめんなさいなのですが、よりたくさん拠出すれば国際的な評価あるいは発展途上国

からの評価が上がる、経済協力とか、あるいは人道的な国際貢献といったＯＤＡと違った局面というのがあるんだ
ということだけは、一つ念頭に置いていただいた議論ということを期待するわけでございます。 

それからもう一つは、ＪＢＩＣのＯＤＡ、ＯＯＦの二つの機能、これが99年に統合されたわけでございまして、おっし

ゃるとおり衆参の付帯決議にも出ているわけでございます。この付帯決議を読んだ印象だけでものを申すのは失
礼かも分からないんですが、やはりＯＤＡに関わる環境ガイドラインというものを強く念頭に置いて書かれているよ
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うに思えるわけでございます。特に衆議院は8項目から成っておりまして、そのうちの5項目、5回に渡りましてＯＤ

Ａという言葉が使われております。参議院のほうは経済協力もしくは経済協力案件という言葉がしばしば出てくる

わけでございまして、参議院のほうではＮＧＯとの情報の連携というようなことが明確に謳われているわけでござ
います。 

私たちとしても、当然環境あるいは社会、人権といったようなものへの配慮というのは格段に行われるというか、
全く異論がないどころか、当然なされるべきだという認識は産業界というよりも国民の1人としても当然思っている

わけでございます。 

ただ支援の結果として、相手側の国民の一部と言えども迷惑になるのは当然避けるべきであるし、地球環境に
対して害するようなことというのはせっかく支援しても、意味のないことになってしまう危険性もあるということでご

ざいます。 
釈迦に説法でたいへん失礼なんですが、ＯＤＡ業務というのは我が国の外交政策のうえで、国際社会の一員と

して我が国の経済力に見合った国際的貢献を行うんだというような、我が国は軍事面での制約というのがありま

すので、日米の貿易摩擦の問題があって、貿易黒字の環流というようなことからも主要な援助手段として、2000
年で130億ドルですか、相当な金額ですか、実績を挙げてきているということでございます。 

こうした政府開発援助というものの精神と、やはり国際金融等業務というものの二つをＪＢＩＣさんは備えている
んですが、やはり一定の仕訳というものもどこか念頭に置いておいて議論をする必要があるのかということ、これ

は初回のときに私、申しあげた記憶があるんですが。 

もう一つは、最後ですが、申し立てを取り扱う組織とかああいうところに関してなんですが、ＪＢＩＣの独立性とい
うことを申しあげたいわけでございます。ＪＢＩＣというのは当然法律によって設立されておりまして、業務方法書に

則りまして業務を遂行している独立した政府金融機関であります。特にＯＯＦの業務に関しては、民間を補完して
いく重要な政府金融機関としての機能も有しているわけでございます。法律等で制約されている、その範囲の中

で私たちは制度を利用させていただいている立場から、ちょっと口幅ったい言い方ですが、たいへん厳格な審査

というものを独自に行い、融資を行ってきているわけでございます。 
片や財政上も厳しい制約というものを課せられているわけでございます。ＪＢＩＣさんとしては、環境問題を取り

扱う独自の部分というものも有しておるわけでございまして、また当行を監督する複数の官庁さんもあるという流
れの中、加えて世論と言いますか、いわゆる特殊法人等整理合理化計画という中で、やはり一つの対象になって

いるというようなことからして、たいへん厳しい環境の中で自ら厳しい監督が必要というのは当然有しておられると、

幾重もの歯止めが利いているのではないかと私は思うわけでございます。 
こういった緊張感というものにやはり一定の信頼というものを、私たちは前提として持っていていいのではない

かと思います。何を申しあげているかと言いますと、もしも第三者機関的なものをＪＢＩＣさんが外に設けるというよ
うなことになる場合、どういう形とか具体的にはイメージできないんですが、当然ここにも書いてありましたように、

事務局を設ける、常設のものをということになりますと、コスト的な問題というのも当然出てくると想定されます。そ

ういうようなことで、よいことはいくらコストをかけてもよいということにはならないわけでございまして、そこいらへん
の観点からも議論をしていく必要があるのではないかと。 

あとは余計なことですが、そういったコストというものが少しでもＮＧＯの事業の補助制度というような、非常に
立派で地道な活動をなさっているということをホームページで勉強してきたんですが、本当に一つひとつの案件が

数百万というオーダーなんですが、そういったところに回していくというようなことがあってもいいんじゃないかと思

うわけでございます。 
若干、散漫な意見表明であったんですけれども、こういったことを業界を代表して言っているわけではないんで

すが、念頭に置いて専門的なご議論に入っていただけたらいいなと思うわけでございます。 
 

（矢島次長） 

 
どうもありがとうございました。私どもの環境に対する取り組み姿勢というのは、これまで1年間ガイドラインの制

定の過程で皆さんからいろいろお話をうかがうと、またきょう、お集まりいただくということでもご理解いただいてい
ると思うんですけれども、当然のことながら私どもの設立目的は、先ほどもご指摘ございましたけれども、国際協

力でございますし、私どもの使命の中で非常に重要な部分というのは資源の安定確保ということでございます。そ

ういう意味ではその使命を全うしつつ、環境にも配慮するということで、できるだけ折り合いをつけていくというの
が私どもの基本スタンスでございまして、当然のことながら今、お話をいただいたような、まずいちばんに使命を全

うするというのが第一でございますので、その点はぜひご理解をいただきたいと思います。 
それから経済協力業務と国際金融業務、違うやり方もあるんじゃないかというようなご示唆なんだろうと思いま

すけれども、基本的には統一のガイドラインを作って、できるだけ同じような手続で進んでいきたいと思いますけ

れども、やはりそれぞれの業務と言いますよりも、実際に実施主体が政府なのか民間なのかによっても当然対処
の仕方が変わってくるかなということも考えられますので、今、お話をいただいたような点を踏まえて、これからの

論点整理に活かしていきたいと考えております。どうもありがとうございました。 
 

（参加者Ｄ） 

 
きょうの議論は議論の進め方だというふうに思っておりますので、私は本論には入らずに、まず今後議論をどう
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いうふうに進めていくのかという点についてのみ意見を言わせていただきたいと思っています。 

一つは、議論の方法です。進め方については分かったんですが、進め方というのはタイムスケジュールという

意味で分かったんですが、毎回の議論の進め方ということについて意見を言わせてほしいんですが、個人的な意
見としてはこのパブリックコンサルテーションというのには実は若干どうかなというのが、ガイドラインのときの6回

のコンサルテーションに参加させていただいて思ったんです。と言うのは、議論ではなくてＪＢＩＣ対ほかの人と、つ
まりＪＢＩＣがコンサルトしているという意味ですから、今も意見が出て、それに対して司会である矢島次長がＪＢＩＣ

としての考え方を答えてしまっている。これだとそこで議論が一方へ行っておしまいということになって、全体の議

論にならないと。 
ある意味でいくと、きょう議論するテーマがあって、それに沿って議長がある程度仕切る必要があると思うんで

すね、その意見は次回にお願いしますとか。でもＪＢＩＣとしての立場だと、つい聞かざるを得ないわけですね、コン
サルトしている立場として。ですからそのあたりは、今後矢島次長が司会をされるのか議長をされるのか分かりま

せんが、やはりある程度仕切る方はその立場を離れて、その場での議論の目的、毎回、毎回の議論の目的に沿

った対応をされると。で、ＪＢＩＣ側としての回答が必要なものについては、できれば議長、司会ではない方に振っ
て、ＪＢＩＣとしての見解をそこで言ってもらうような、そういう進め方ができないかどうかというのが1点目でありま

す。 
2点目は、パブリックコンサルテーションは開かれているという意味ではとてもいいんですが、もう一つは言いっ

ぱなしに終わるということがあります。もちろん議事録を作成されて、それを公開されるという意味ではたいへんい

いと思うんですが、一方でここで議論している話を、例えばＪＢＩＣならＪＢＩＣがどのように尊重し、要綱案なりの中
にインコーポレートしていくかというプロセスがもう一つ私には明確でないと。そのあたりについて、これはＪＢＩＣと

しての見解をうかがいたいんですが、どのようにそこを担保されるのかということがあります。 
3点目は、きょうも配付資料というのがこういう形で出てきています。こういうようなことの扱いについて、どのよう

に考えられるのかと。毎回ご自分でコピーをしてきてここに持ち込めば、それに基づいて議論することができると

いうような形、非常に形式的な話ではありますが、その点。 
そして4点目、最後ですけれども、日程の決め方であります。私自身はできれば全部出たいとは思いますが、突

然あさってやりますとか、来週の木曜日にやりますというふうに通知が来て、その日は何か別の用事が入ってい
るということになるので、日程をどういうふうに組んでいくのかということについても、やはり重要なテーマだと思い

ます。ある程度事前に分かっていれば、これを優先する方はそこの日には何も入れないように工夫することもでき

ますので、日程の決め方をどうするかというのが4点目。以上、今後の枠組みという点で意見を言わせていただき
ました。 

 
（矢島次長） 

 

どうもありがとうございました。私が答えていいのかよく分かりませんけれども、きょうはむしろ進め方について
いろいろうかがうということで、私が主にお話をしておりますが、これからはまさにテーマごとになりますので、私が

すべて答えられるわけではありませんで、当然私どもの内部の者がいろいろ分担しながら、お答えをさせていただ
きたいというふうに思っております。 

そういう意味では今、お話しいただいた中で、こういうようなコンサルテーションフォーラムと、まさにお話をうか

がって先ほど入柿課長からもお話しさせていただいたように、私どもが案を作って最終的にはこの場に提出させ
ていただくことになると思いますが、そこでそれについてのいろいろなご議論をいただくということでございますので、

言いっぱなしにするということではないんだろうと思うんですね。そこはぜひご理解をいただきたいなと思います。
そういう意味では、ご意見を賜った中でそれをインコーポレートしていくということなんだろうと思います。 

それから配付資料につきましては、まさにオープンでございます。ただ、先ほどお話ししましたように、毎回テー

マを設けて、特に前半、論点整理をしてまいりたいと思いますので、それは事前に、これは日程についてと同じ回
答になるかと思いますけれども、今回は第1回目ということで、それからいろいろ関係の方々から早めに開催する

ようにというようなご意見も賜りまして、若干期近なご案内になりましたが、できるだけ前広にご案内を差し上げた
いと思っておりますので、ご理解を賜りたいと思います。 

それからまさにそのご案内の中に、当然次はどういうテーマだと、先ほど概略のどんな順序で、どんなテーマに

ついて論点整理をしていくというのをお話しさせていただきましたけれども、次回実際何をやるんだということをそ
の案内の中に入れて、ご案内を差し上げる予定にしておりますので、それに沿いましてむしろペーパーを用意し

ていただくのであれば、当然それは排除するつもりは全くありませんで、むしろウエルカムでございますので、それ
を用意していただいて、その場で出していただければ、まずはそれぞれの論点に沿いまして、当然会の効率的な

進め方という意味では、私どもなりにどういう論点整理をしたかということをプレゼンテーションさせていただいて、

そのうえで皆様方からそれに対するコメントも当然結構でございますし、全く別の角度からペーパーを用意してい
ただくということであれば、それもプレゼンテーションしていただくと、そういうような会の進め方をしていきたいと思

いますので、ぜひご協力お願いしたいと思います。 
ほかには。どうぞ。 

 

（参加者Ｅ） 
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今、資料のお話が出たのでちょっと確認だけでございまして、事実関係の確認だけなんですが、先ほど説明が

ありましたお話から関連しますと、配られましたきょうの資料、異議申し立て手続についての論点項目案というも

の、そのあと配られたメコンウォッチさんですとか地球の友ジャパンさんのものはお名前が入っていますのでいい
んですが、こちらのこの論点項目案というものに関しましては、なんとなく自然と配られた感じではあったんですけ

れども、これはＪＢＩＣさんとしてはどう扱うおつもりなんでしょうかというのがよく分かりませんで、なんとなくこのま
まいっちゃうとこの順序で行くのかなという気もしておるんですが。 

あと一つお願いといたしましては、配られる資料がいろいろ出てくると思うんですけれども、やはりどこが配った

ものであると、それについて仮に事前にご覧になる時間があれば、それに関してＪＢＩＣさんとしてはどういうふうに
扱っていくつもりですということのコメントをいただけると、非常に頭を整理しやすいかなと思いました。 

それと先ほどお話がいくつか出ました財務省さんのほうでやっていらっしゃいます勉強会は、私も何度か出席さ
せていただいておりまして、いろいろな専門の方、オンブズマンの方のお話等をお聞きしまして、それはそれで非

常に勉強になっておるんですけれども、あそこにいるメンバーとこのＪＢＩＣさんの場に出てくるメンバーは必ずしも

一致もしませんし、扱いは私自身は頭の中では別のものという理解でおりますが、その点に関して決してそういう
ことはないと思いますが、財務省さんでの勉強会の議論というのが、ここのＪＢＩＣさんでのフォーラムにおいて先

行していってしまうと、そこを知らない人にしてみると、よく分からないなということになってしまうおそれがあるので
はないでしょうかという懸念を持っております。以上です。 

 

（矢島次長） 
 

どうもありがとうございました。資料につきましてはご用意いただいて、まずきょう、財務省さんにいただいたの
は名前がないんですけれども、機関の名前を書いていただくか、あるいは必ずしもそれはどうかなと思われる方

は個人の名前でも結構でございますので、後々の整理の為にはお名前、クレジットというか、入れていただく必要

があるんだろうと思います。 
それでまさにいただいたままにするということでもございませんで、例えばきょう、いただきました財務省の論点

項目というのは非常に整理されたものだと思いますので、今後の私どもの論点整理にはそれは当然活かさせて
いただきたいと思います。 

それから当然いただいた資料は、こういうことを席上でいただいたということで、これも議事録の中ではっきりす

るような形にさせていただきたいと考えております。 
それから財務省のほうで今、行われている勉強会との関係でございますけれども、私が承知しておりますのは、

基本的に国際機関の異議申し立ての手続についていろいろ考えるということで、私どもバイラテラルと言うんでし
ょうか、日本の政府金融機関の私どもについての勉強会という、当然かなり重なり合う部分は多いんだろうと思い

ますけれども、私どものために勉強会をされているということでは必ずしもないんだろうと思います。ただ、当然参

考になる部分もあると思います。 
おっしゃるとおり、その勉強会に参加されている方もいらっしゃれば、そうでない方もいらっしゃるということでご

ざいまして、そういう意味では知識のレベル感というのは若干違うところはあるんだろうと思います。ただ冒頭申し
あげましたように、広くいろいろな方からご意見を賜りたいということが今回の主旨でございますので、そういう意

味では私どもの異議申し立ての手続を考える会ということでご理解いただいて、若干、勉強会に出ている方にとっ

てみると重複するようなところもあるかと思いますけれども、そこはむしろそういうものも活かしながら、私どもなり
の手続を考えていただくということで、一から今後論点整理をさせていただきたいというように考えております。 

 
（参加者Ｆ） 

 

きょうはパブリックコンサルテーションの機会を与えていただきまして、ありがとうございます。業界のほうも、こ
の環境アセスメントの異議申し立てがどうなるかということでたいへん心配をいたしております。先ほど石油・天然

ガス業界の方のお話がありましたけれども、非常に共感するところがございまして、このガイドラインに関します異
議申し立てがどうなるかということにつきまして、かなり具体的な商談等にも影響してくるのではないかということ

で、きちんとした議論をして、ぜひ立派なものにまとめていただきたいなと考えております。 

まず大前提なんですけれども、国際協力銀行が融資をするということ自体、どういう効果を持っているのかなと
いうことでございまして、本来ならばやはり先ほどお話がありましたように、相手の国に対する国際協力、経済社

会の発展にいかに貢献するか、あるいは日本にとりまして必要な資源、エネルギーをどう確保するか、あるいは
最近では貧困撲滅等にどう貢献するかと、こういう視点が非常に大きな要素であるかと思います。かつては環境

に対する配慮が少なかったということで、今回の環境ガイドラインの制定につながったというふうに理解をしており

ます。 
5点ほど申しあげたいと思っておりますけれども、第1はやはりプロジェクトそのものに対する融資をするかしな

いかというときの判断において、環境だけにおいて判断を下すというのは、一面で判断するということでいいのだ
ろうかという問題があろうかと思っております。極端に環境破壊ということがあれば別かと思いますけれども、それ

では経済社会発展を無視していいのか、あるいは貧困対策が進むのを遅れるのをそのまま看過していいのかど

うなのかということでありまして、融資をするしない、あるいは融資の条件をどうするかということにつきましては、
環境ガイドラインのみで判断していく問題なのだろうかと。むしろガイドラインということならば、経済社会発展にど
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う国際協力銀行が貢献していくのか、あるいはエネルギー社会の確保にどう貢献していくのか、貧困の撲滅に対

してどう貢献していくのかといったようなガイドラインもあって然るべきではないのかなと、そういった全般の中でも

って判断をするというのが本来の筋ではないかなという気が非常にいたしております。もちろん環境を無視してや
るという話ではありませんで、これはこれなりにたいへん優れたことでありますから、それはきちんと行うということ

の前提でございます。 
第2点目は、ＪＢＩＣのポジションとして、プロジェクトにつきまして、相手国政府、あるいは実施主体者の判断と

異議申し立て者の判断が異なる場合について、こういうケースが起こるわけでございまして、そうした場合に多分

的に過去の事例等を個人的に聞いておりますと、そのプロジェクトのすぐ住民のほうがデメリットを被ると、ただし
国全体としては大きなメリットを被るという場合。ダムの発電ですと、ダムによって水没する地域あたりはデメリット

を被りますけれども、国全体としてはエネルギーが確保できるということで貢献するわけでございますし、橋を架け
るとなればそれに伴います影響はもちろん出るかと思いますけれども、それに伴います人の交流、あるいは物流

の効率化といった点もあるわけでありますので、そういった判断を国がしていると。それに対して異議を申し立て

る人はいろいろあろうかと思います。 
国の判断とその国内の人の判断が違う場合につきまして、言うならば国内問題にＪＢＩＣが介入するのかどうな

のかということであろうかと思います。環境のほかに先ほど申しあげましたけれどもいろいろな価値判断があるわ
けでありまして、それに対しましてＪＢＩＣが相手の国の国内問題に介入するということがいいのかどうなのかという

ことでありまして、現にＪＢＩＣとして可能な範囲ということでご判断をいただくのではないかという気がいたしており

ます。 
それから3点目は、先程来、前例として国際機関という話がございます。国際機関はいろいろな面で制度が進

んでいるわけでありますけれども、国際協力銀行は日本の機関でございますので、前例ということでもしお調べに
なるとするならば、ほかの国の異議申し立てがどうなっているのかということについてお調べいただくのが筋では

ないかなという気がいたしております。国際機関のポジションと1国の機関のポジションとは違いますし、異議申し

立てのあり方も基本的に変わるのではないかなという気がいたしておりまして、手続につきまして事細かに決める
のがいいのかどうなのかと、いろいろな異議申し立てがあるわけでございますので、それを十把一絡げに同じ手

段でいくのがいいのかどうなのかということで、手続を決めるのかどうなのかということにつきましても、やはり議
論すべきではないのかなという気がいたしております。 

それから4点目でございますけれども、1国の機関というのは国際機関の場合には独裁的な地位にあるわけで

ありまして、その自身の判断だけで決まるわけでありますけれども、各国で起きますプロジェクトにつきましては、
何も日本に頼むだけではございませんので、ヨーロッパに頼む、あるいはアメリカに頼むといういろいろな金融支

援の形態をとるわけでございます。そうした中で、日本の金融ファイナンスを攪乱しようというふうな人も当然出て
くるわけでありましょうし、商売敵であればまさにそういう形でもって相手の商売を妨害しようというのは当然のこと

ながら行われるわけでございまして、いいことではありませんけれども、そうしたことを前提にいたしまして、やはり

濫訴を防ぐという観点が必要かと思っております。 
それから5点目でございますけれども、今回のガイドラインの対象、国際金融業務と海外経済協力業務と二つ

あるわけでございますけれども、このうちの国際金融業務についてでございますが、特にこれは民間のビジネス
に関係する分野でございまして、非常に競争にさらされている中でファイナンスがなされるわけでございます。した

がいまして、そういう民間のファイナンスにつきまして、ＩＦＣ、国際機関の場合については異議申し立てがあったと

しても内容を非公開で進めているというのを聞いておりますけれども、そういう特殊な民間に対する扱いというの
はそれなりのきちんとした扱いがあって然るべきではないのかなと。特に対競争相手との平等を確保する、不公

平にならないというふうな観点、あるいは審査、審査といって徒に長引いて、タイムリーな商談に間に合わないと
いうことでも困るかなということであります。 

また企業秘密の遵守ということで、相手の国にとっても、もちろんＯＤＡの世界でも、国にとっての秘密というの

はあろうかと思いますけれども、民間にとりましては秘密というのが多いわけでございますので、そういった秘密を
きちんと遵守していただくということが必要かなと思っております。 

ちょっと全般論についての意見を申しあげさせていただきました。また各論につきましては、いろいろと意見を
申しあげる機会があれば幸いと思っております。 

なお、きょうは急遽出て参りまして、個人的な意見という形になっておりますので、業界の意見ということではな

くて個人的な意見ということでいただければ幸いと思っております。以上です。 
 

（矢島次長） 
 

どうもありがとうございました。先ほども石油業界の方のお話の中でもお話をさせていただきましたけれども、私

どもの法律をご覧になっていただくと、最初に使命というのがございまして、そこに何をやるべしというのが書いて
ありまして、当然そういうものに合致したプロジェクトに対して融資を行っていくというのが大前提でございますが、

一方でご理解いただいていると思いますけれども、やはりだからと言ってそれが環境破壊につながるものというの
は避けなければいけないというのは当然のことでございまして、そういう意味ではかなり実際に担当している者と

して悩ましいなとは思いますけれども、できるだけ両立させていきたいというのが私どもの基本的な考え方でござ

います。 
それからおっしゃるとおり、国際機関というのは既に例がございますので、それについて論点整理をこの場でも
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させていただきたいと思いますが、当然のことながら国際機関とその国の政府機関というのは設立の目的も違い

ますし、運営の形式も違いますので、その点は国際機関の例を調べながら、一方で何が違うのかというところも論

点整理の大きなポイントかなと考えております。 
あとは当然、民間企業のプロジェクトに私どもは融資するケースも多うございますので、非常に大事な点としま

して民間企業の方の競争上の地位を脅かすようなと言うのでしょうか、不利益を与えるようなことがないようにと
いうのは、これまた大前提でございまして、そこはそういうことを大前提にしながら考えていきたいと思っておりま

すが、これもぜひご理解いただきたい点だなと思っております。 

 
（参加者Ｇ） 

 
きょうはパブリックコンサルテーションフォーラムに参加させていただきまして、どうもありがとうございます。 

産業界の意見として、賛同するんですけれども、国内でも環境問題って起こっているわけですね。それに対して

具体的に異議申し立てとかそういったものというのはどうやって行われているのかと。もちろん環境問題というの
は大切ですし、それは重々認識しております。ただ、国内でやっていないことを海外でやる必要、やる必要という

のはいけませんけれども、国内と比べてどこまで本当にやる必要があるのかということも、やはりこのフォーラム
の中で議論していくべきではないのかという感じを持っています。 

 あと基本的には、これまでもＪＢＩＣさんのほうで異議申し立てというのは受け付けていると思うんですね。そこで

もって非常な不都合といったものが出てきたなら別ですけれども、ＪＢＩＣさんとして主体的に融資を行っているわ
けですから、優秀なＪＢＩＣの職員の方がたくさんおられますので、やはりＪＢＩＣさんの主体性というのを尊重して、

やってもらうのが今後もいいのかなという個人的な意見を持っています。 
 

（矢島次長） 

 
どうもありがとうございました。 

国内につきましては、まさにおっしゃるとおりでございまして、これも論点整理の中の一つに入れていきたいと思
っておりますけれども、当然行政ですと行政法の体系がございますので、そういうところも念頭に置きながら参考

にしていきたいと考えております。 

 
（参加者Ｈ） 

 
先ほど2枚の紙を配っていただきましたので、ちょっとその紙のお話をさせていただきたいんですけれども、1点

目は、5月16日に国際協力銀行の篠沢総裁宛にＮＧＯのほうから送らせていただいた検討プロセスについての要

望書と言いますか、そういったものなんですけれども、先ほど矢島次長さんからのご説明で、十分な透明性を確
保して進んでいっていただくということですので、この1点目は特に……。 

実は1点だけ今、いろいろな方が紙を提出されていますけれども、今後具体的な議論をしていく中で、その具体
的な議論についてのペーパーは事前にあったほうが議論がしやすいかなと思っておりまして、今回、業界の方か

らもいろいろお話をいただいておりますけれども、できるだけ日程を早めに決めていただいて、そのときにどのよう

な議論をするのかということを事前に決めていただけると、それに関連するペーパーというのは事前に提出したい
人はＪＢＩＣのほうにお渡しをして、事前にできるだけホームページなりどこかで公開していただければ、そのペー

パーを見てかなり建設的な議論をすることができるのではないかなと思っております。ぜひそのあたりを検討して
いただきたいということと、そういったペーパーも議事録と併せて公開していただきたいというところでございます。 

それで2点目は、この具体的な提言という形でまとめていただきたいということを私ども要望させていただいてい

るんですけれども、これは先ほどのお話の中で要綱案をまとめるということをこの会のコンサルテーションの中で
やっていかれるということですので、その中で特に気になることとしては、いろいろな議論がなされて、それがＪＢＩ

Ｃさんのほうから今、具体的な案を提案されるということですけれども、それにどういうふうに具体的に盛り込まれ
ていくのか、それを議論のあとに少しずつ出していただいて、その議論がどういうふうに反映されたのかがいちば

ん最後でないと分からないというよりも、議論の成果を本当にどういうふうに文章に表していくのかということを、そ

の会が終わる前にもう一度きちんと議論できる機会を作っていただきたいということでございます。 
3点目の検討会のメンバーですが、これも広く参加されるということですので、特に今回申しあげることはござい

ません。 
もう1枚の、昨年の12月17日付けで地球の友ジャパンとなっておりますけれども、私ども、実は地球の友ジャパ

ンからＦＯＥジャパンと名前を変えさせていただきまして、ＪＢＩＣの環境ガイドラインの研究会の提案を作成したあ

とに、フォローアップ委員会というのが設定されまして、これはそのフォローアップ委員会のいちばん最後の議論
のときに出させていただいたペーパーでございます。この中で、最終的にＪＢＩＣの4月に発表されたガイドラインの

中で遵守については適切な対応を行っていくということのみに留まっているわけですけれども、今後こういった議
論の場を通じて、ここに書かれたようなことを今後やっていきましょうというお話をフォローアップ委員会のいちば

ん最後のときにさせていただいたと思っておりますので、ぜひこの紙を踏まえた議論を今後させていただければと

思っております。 
最後に、先ほど経産省の方からお話がありましたけれども、財務省のほうで今、国際機関、国内の機関も含め
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て異議申し立て機関についての勉強会を進めてくださっています。この会合は全然クローズドな会合ではなくて、

どなたでも参加できる会合で、この中の何名かの方もいらっしゃっていると思うんですけれども、私はこういった形

でいろいろな業界の方と意見交換をさせていただく機会を持たせていただいていることをたいへん嬉しく思ってお
りますし、どういうふうに具体的な、例えば国際機関の事例を見ますと、企業の方もなかなか環境の問題で先に

進まないものが、この異議申し立て機関でうまく行っていてありがたいというふうな意見がたくさん出てきておりま
すので、こういった国際的な経験もぜひ皆さんと共有させていただきながら、こちらのコンサルテーションも進めて

行ければと思っております。財務省の研究会は今度6月12日のときには、特に先ほどからお話があります世界銀

行のＩＦＣとＭＩＧＡですね、保険機関のオンブズマン制度を担当されている方がいらっしゃいますので、ぜひこの場
にいらっしゃっている皆さんもそこにお越しいただいて、どういうふうに国際機関のほうで進めているのかというこ

とについて共有できればなあと思っております。 
いろいろ先程来から業界の方がお話になっている中で、反論もあるんですけれども、今回はコンサルテーション

の進め方ということで、具体的な項目の中でさらに皆さんと議論させていただければと思っております。ありがとう

ございます。 
 

（矢島次長） 
 

日程は先ほどもお話ししましたように、今回は今後の進め方ということが主要議題になるものですし、できるだ

け早めというご要望もあったものですから、期近なご案内になりましたが、次からは十分に時間をおいて日にちを
設定させていただきたいと思っておりますので、そういうことをすればペーパーの準備もできるのではないかなと

考えておりますので、そこは留意させていただきたいと思っております。 
それからまとめのところでございますけれども、私どもは案を出すというお話をしましたけれど、案を出して意見

をうかがってそれで終わりということではなくて、当然そのあとの討議が何回か続くということを考えておりますの

で、そういう意味では、それがどうインコーポレートされていくのかということも十分ご確認いただけるのではない
かなと考えております。 

 
（参加者Ｂ） 

 

今、産業界の方々からいろいろご心配の点、ご指摘がございまして、私も心配されている点は分かりますけれ
ども、これはガイドラインを作る段階でずいぶん議論しましたよね。パブリックコンサルテーションフォーラムを6回

もおやりになって、そういった皆様のご意見をうかがったうえで、それにお答えするような形でガイドラインをまとめ
ましたので、その意味ではガイドラインの中にずいぶん反映されていると思いますので、そういったことを全く配慮

していないわけではないので、ちょっと誤解がないようにお願いしたいと思います。 

研究会レポートからさらにガイドラインを作る段階で、またフォローアップ委員会等でその研究会のレポートがど
う反映されているかずいぶん議論しましたよね。両面からこれをやってきたわけですね。ですからその一種の調和

したものとして今、存在しているわけです。そのガイドラインをきちっと守っていただきたいということですから、ちょ
っとそのへんは今、そういうステージにあるということをご理解いただきたいと思います。 

そこで、その場合、先ほどのご発言の最後のほうで、きちんと具体的な提言でまとめていくと、これはやはり書

いたものでまとめていくということですね。そういうことでドラフトをこれからお作りになると思いますので、できるだ
け早い段階でこれを出していただいて議論したらいいと思うんです。考えてみますと、これから6、7、8、9、4カ月し

かないですよね。ですから7月ぐらいにはもうドラフトの第1稿ぐらい出て、それをだんだん議論しながら固めていく
というようなプロセスをぜひ期待したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

これはアセスメントはそういう考え方なんですね。ファイナルの前にドラフトを出しまして、その文章に対して意見

を求めて、そしてまた文章を書いていく。こういうフィードバックのプロセスなんですよね。これを丁寧にやることが
大事なんですね。ですからそれをぜひこの検討会と言いますか、フォーラムを進めていただきたいと思います。 

 
（参加者Ｉ） 

 

まず今回、パブリックコンサルテーション方式を採用されたということで、私としてはメンバーを固定したクローズ
ドな研究会方式ではなくて、こういうオープンな形でまた今回やっていただくということについては非常にありがた

いと思いますし、私個人としてはＪＢＩＣさんのほうで司会もやって仕切っていただければ、それで十分なんだろうと
思っています。 

あと確認事項と要望事項がいくつかあるんですけれども、ガイドラインについては4月に制定されて、私どもが

どうこうということではないんですけれども、例えばきょう、配られた異議申し立て手続についての論点項目案の
中でも、例えば10番の受理の要件の中で、ガイドラインの不遵守のみか、あるいは発生した環境問題一般を含む

ものかということで、何かＪＢＩＣの主務官庁のほうからガイドラインを超えるようなものが提起されているんですけ
れども、ガイドラインというのはもう既に4月に決まって、この異議申し立てというのはあくまでもＪＢＩＣの遵守、不

遵守に関する異議申し立ての受付であるはずだと私は思っているんですけれども、そういうふうにガイドラインに

も書いてありますし、それを超える、ガイドラインをさらに超えるようなもの、あるいは無視するようなものが出てく
る、それもその主務官庁から出てくるというのは私としてはエッという感じなんですけれども、ここはちょっと御行の
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ほうに異議申し立てというのは遵守、不遵守に関するものであるということをご確認いただきたいなと思っておりま

す。 

あと要望事項としましては、もういろいろお話がありましたので、ちょっと重なるところもあるんですけれども、や
はり各国が資金を拠出して、トランスペランシーが強く求められる世銀とかＩＦＣのようなマルチと、日本国政府の

法律に基づいて作っているＪＢＩＣ、御行とは性格が異なりますので、今後いろいろコンサルテーションで事例とし
て調べていくときには、既に1件出ていますように、ほかの国のＥＣＡがどうなっているのかというところを中心にぜ

ひご検討いただきたい。 

おそらくHermesとかSACEとか大所のＥＣＡというのはそういう異議申し立ての制度というのは持っていないんだ
ろうと思うんですけれども、もちろん持っていないからどうこうということではないんですけれども、もし持っていない

のであれば、今、HERMESとかSACEが、異議申し立てについてどういうふうなことを考えているのかというところを
調べていただければいいのかなというふうに思います。 

2点目としては、ＯＯＦについては競争への配慮ということで、濫用防止について十分な配慮を今後討議してい

くうえでしていただきたいと。確かにマルチでもＩＦＣとか民間事業を対象にしておりますけれども、ＩＦＣの場合には
コンセッションとか事業権を取った事業会社に対してファイナンスをするわけで、やはり輸出の世界とはまたちょっ

と違った性格があるかと思いますので、特に輸出ファイナンス、入札で各国の企業が出てきて競争するものにつ
いては、十分な配慮をしていただきたいなと。したがって申し立ての資格制限とか［ ］というのは十分ご配慮いた

だきたいと思っております。 

あと第三者機関の設立なんですけれども、私も個人としては所得税を払っている以上は、やはり行政コストの
アップにつながるのであればどうかなと思っておりますし、作らなければいけないというマストということで議論をさ

れるということではなくて、やはり本当に必要なのかどうかというところを、そのコストパフォーマンスがどうなのか
というところからぜひ議論を進めていただきたいと思います。 

御行の今までのキャリアとか経験から判断して、本当に遵守、不遵守に関して異議申し立てがあった場合に、

第三者に委ねなければコンプライアンスが保たれない組織なのかと、我々はそうは思っていませんので、ぜひとも
マストということで入るということではなくて、別に御行の中で別の組織を作ればいいということも考えられるわけ

で、そのへんは柔軟にご対応いただきたいなと思っています。以上です。 
 

（矢島次長） 

 
どうもありがとうございました。 

今のお話の中では、遵守、不遵守かもう少し幅が広いのかというお話では、まさにガイドラインに明示してあり
ますように、遵守、不遵守ということでございます。じゃ、ほかのことは何もないのかというと、現状でもいろいろな

ご意見をお持ちの方々からアドバイスをいただいているということは併せてご理解をいただければと思います。 

それからいろいろな産業界の方から異口同音にご意見をいただいておりますけれども、競争上の地位を脅か
すようなことがないようにということを大きな前提として考えておりますので、ここもご理解をいただければと。 

それから今後のどういった形の機関にするのかということも含めて、全く白地でございますので、これから論点
整理をしていただく中で、私どももそうですし、ご参加の皆様も当然のことながら、会を追うごとに知識が深まって

くるということでございますので、そういう段階でまた改めて議論させていただきたいなというように考えておりま

す。 
 

（参加者Ｊ） 
 

まずＪＢＩＣさんが今回、異議申し立てにつきましてこのようなコンサルテーションの機会を作っていただいたとい

うことを、たいへん高く評価したいと思います。 
全般的な進め方につきましてはまだ漠とした段階で、細かいコメントはできないんですけれども、スタンダードな

段取りとして、勉強して論点整理をして、それで要綱を詰めていくということは異議がないんですが、私もこういっ
た検討会をたくさんやっておりますけれども、往々にして勉強のところに時間を割きすぎて、最後取りまとめのとこ

ろに時間がなくなっていくということがありますので、そういうことにならないように、できるだけ要綱の議論を多くす

るということに配慮をいただきたいと思います。そうでないとどうしても不完全燃焼になってしまうということがあり
ます。 

それから本日もいろいろな議論が出ていますけれども、やはり制度をロジカルに考えるというだけですと、なか
なか立場の議論を出られずに、うまく合意ができないということもあると思いますが、やはり実際に問題が何で、ど

ういったシステムを作ることが必要なのかと、ワークするのかということを考えるためには、実情がどうなっている

のかということをよく知る必要があると思うんですね。そういった中で民間企業の方から非常に懸念が出ておりま
して、実は私ども役所のほうですとなかなかそのへん知識がないところでございますので、入柿さんからご説明が

あった進め方の中にも、今後の勉強課題として民間企業で紛争がどういうふうになっていて、紛争解決がどういう
ふうになされているのかという項目がありましたので、そのへんの実情をよく教えていただいて、考えるということ

が必要なのではないかなと思っております。 

繰り返しになりますが、どうしてもアセスメントの制度もこういった制度も手続論の議論になってしまうきらいがあ
るんですが、目的は何かというと、ＪＢＩＣの業務によって途上国で環境社会問題が起きないようにするということ
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でございますので、そういった目的を達するためにはどういったシステムが必要なのかということを忘れずに検討

していく必要があると思います。 

仮にその手続がパーフェクトであっても、結果として環境問題、社会問題が発生したということになれば、結果
責任ではないですけれども、それだけでやはりＪＢＩＣはしっかりやっているのかというふうに社会的に受け取られ

ることになると思いますので、そのへんのどこにフォーカスがあるのかということを見失わないようにしなければな
らないと思います。 

それから最後は一般的なコメントなんですけれども、先ほどから公的資金と民間資金、相当違うというお話が

多々ございまして、確かにそういうところはあるかなと思いますが、一方、途上国側からいたしますと、公的資金と
民間資金の垣根というのは非常に少なくなってきているということがあると思います。現在、ヨハネスブルグのサミ

ットが8月末からございますので、その中で途上国の問題、それから資金の問題を含めて議論されているわけで
すけれども、だんだんフォーカスが環境だけということではなくて、開発の問題、環境の問題、それから社会問題

をどうやって解決していくかという非常に複雑な議論になっております。 

その中で公的資金も民間資金も、こういった開発の問題も含めて途上国の問題に影響を与えるということでは、
同じような影響を持つわけでございますね。かつこの10年ぐらいで、公的資金に比べまして民間資金が非常に大

きくなってきておりますので、プラスマイナス両方の影響を含めまして、民間資金の途上国に対する影響というの
が無視できない。むしろ公的資金よりも大きな役割を持つようになっているという状況でございます。 

もう一つは、途上国側からいたしましても、ＰＦＩなどの仕組みがだんだん取り入れられるようになってきています

ので、これまでＯＤＡの分野であったようなところもどんどん民間資金が入っているというような状況でございます。
そういうことを考えますと、受け手の途上国から見ると、公的資金はこうだからこうでいいんだと、民間資金は別な

んだという形の議論がなかなかできなくなってまいりましたので、そういった客観的な情勢も踏まえて、全体として
ＪＢＩＣ業務はどうできるかということの観点が重要だと思います。最後は一般的なコメントでございます。 

 

（参加者Ｋ） 
 

私はプロジェクトの実施に参画する者から、一つコメントをさせていただきたいと思います。 
プロジェクト実施のスピードというものを、やはり考えないといけないのではないだろうかと。特にプロジェクトの

経済性、有効性、信頼性等々、いろいろ考えると、手続等の複雑さによる遅延と言いますか、不必要にプロジェク

トの実施がディスターブされることがないように、ここいらへん今後論点を検討されるうえにおいて、やはりプロジェ
クトのスピードというものが実施する側にとっても、プロジェクトを要請している側からも要望される事項だと思いま

すので、ぜひこの点についてもご検討を願いたいと思いますので、よろしくお願いします。 
 

（参加者Ｆ） 

 
今、環境省の人のお話で、発展途上国における環境問題をどうするのか、改善するためにということの趣旨が

あったんですけれども、基本的にＪＢＩＣの融資機能を通じて、発展途上国の環境対策をよくするんだというふうな
主旨にお聞きできたんですけれども、それは基本的にＪＢＩＣの業務なのか、あるいは発展途上国における環境対

策が不十分というならば、それは環境省のほうでむしろ主体的になって、発展途上国に対して然るべき援助なり

制度の制定なりをやるのがまず大前提ではないのかなと。それがきちんと守られていれば、融資のときは全然問
題がなくなるわけでありまして、それを個々のプロジェクトのときに向こうの政府に働きかけをしてくださいとかいう

ことは、少し本末転倒ではないのかなという気が非常にいたします。 
したがって、環境対策をきちんとやるためには、やはり国において然るべき環境対策を、発展途上国に対して

積極的にまずやっていただくことが重要ではないのかなということが非常に強い気がしますので、したがいまして

ＪＢＩＣの融資機能を通じてすべて解決できるとかいうふうなことではないと思います。それは国としてやるべきこと
がまずあるのではないかと、あるいは国際的な取り組みというのがまずあるのではないかということで、そういった

場での議論というのをもっともっとやるべきではないのかなと、そういう気がちょっといたしましたので、ひと言コメ
ントさせていただきました。 

 

（参加者Ｌ） 
 

当方は、必ずしもこの本業務に常に携わっている方だけではないものですから、特定のときに関与される方が
いるので、できるだけ広くこの本件について周知徹底したいと思っておりまして、このような幅広い観点の議論と

議事録とか送付していただいて、たいへん参考にしてメンバーにそういうときには注意するようにというふうに基本

的に言っております。 
先般、ちょっと欧州へ出かけて、先ほどSACEとかHERMESはどうしているかという話があったんですが、彼らも

ＪＢＩＣさんのこのコンサルテーションのやり方とか、そこにおいての評価というものは物凄く高くて、一様にこのよう
なやり方がいいのではないかという感じで我々ともディスカッションしておりまして、引き続きこんなことをお願いし

たいなと思っております。 

１点はお願いなんですが、先ほどからいろいろな研究会がいろいろなところで行われて、先般の環境ガイドライ
ンをお作りになるときも、研究会の成果ということでいろいろお聞きしたんですが、我々、その間ずっと1年間ほど
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全然そういうことを知らない、今回も財務省のほうでやっておられるということも知らない。そういう知らないという

情報のギャップというのをできるだけ少なくしていただいて、先ほど議論の進め方というのがございましたが、その

中に順次反映していただいて、我々も勉強するように、なるべく追いついてできるようにさせていただければと思っ
ております。以上です。 

 
（参加者Ｍ） 

 

先ほどから何度か触れられています財務省の研究会について、こちらは4月の20何日かに第1回を始めて、今、
4回ぐらいやったんですが、こちらは要はＪＢＩＣさんのこの場とはやはりちゃんと別でして、あくまでも勉強する機会

だということで、これはＪＢＩＣさんを念頭に置いたものではなくて、むしろ国際機関だとかもちょうど今まさにそうい
った議論、こういう第三者機関というか異議申し立ての手続だとか話はされているという中で、そういったものを

我々、国際機関も金融機関も当然担当していますので、そういったところを知っておく必要があると。それで今、

研究会をやっているということです。 
先ほど詳細な宣伝をしていただいたみたいで恐縮だったんですが、次回は6月12日水曜日、午後1時半から開

かれます。できるだけ広くオープンな形で行いたいというふうに考えて、むしろいろいろな方にいろいろなことを知
っていただきたいということで、我々も勉強しているところですが、もしご興味のある方がいらっしゃいましたら、ち

ょっと今、口頭で申しあげますが、私の電話番号3581－8033のほうにご連絡いただければ、詳細についてまたお

話しさせていただきますので、ぜひ皆様のご参加もお待ちしておりますので、よろしくお願いいたします。 
 

（参加者Ｊ） 
 

直接私のほうにコメントをいただきましたので、2点だけ申しあげたいと思います。 

1点はＪＢＩＣの機能でございますけれども、ＪＢＩＣの機能としてこれは経済開発だけではございませんで、環境
社会も含めて途上国の発展にどう貢献するかということがＪＢＩＣの存在であるというふうに理解しております。 

実際の問題として、ＪＢＩＣの融資のＯＤＡ部門でございますけれども、融資の中で環境分野というのはもう相当
な比率を占めていて、今後とも重点分野であるというふうに理解しております。 

それから本来、途上国のほうでしっかり環境対策をやるようなシステムを作るべきだということで、それは当然

のこととして私もそう思います。ただ、やはり開発途上国でございますので、それがなかなかできないということに
問題の根源がありまして、なにも例えば先進国に対して融資などをする場合に、誰も日本側でいろいろ環境配慮

をしようとか、社会配慮をしようとかいうことはなくて、それはもう相手国の制度に任せればいいわけですけれども、
なかなか開発途上国ではそういうことができないという状況を踏まえて、先進各国あるいは国際機関で十分な配

慮をしなければいけないということが前提としてあるんだと思います。 

相当前になりますけれども、途上国に進出した企業が現地の環境基準、排出基準だけを守っていればいいの
か、それとも日本の企業でしたら地元の国の先進国側の基準を守るべきかということでだいぶ論争がございまし

たけれども、現在、企業の方も現地の基準だけ守っていればそれで万全なんだというふうに考えておられる方は
もういらっしゃらないと思うんですね。実際に本当に私どもも現地に進出している企業の方を見ますと、入念にと

言いますか、環境問題を起こさないようにということで非常に努力されているということをよく承知しております。 

またその前に、国として途上国の環境対策を進めるように相手の国とも話してしっかり努力せいということは私
ども重々承知しておりまして、今後とも努力してまいりたいと思っております。 

 
（参加者Ｅ） 

 

先ほどからの産業界の皆様ですとかＮＧＯの方、それから財務省、環境省の方のお話をお聞きしての、あとＪＢ
ＩＣさんへのお願いと言いましょうか、ちょっと私自身その知識がないものですからよく分からないんですけれども、

どちらかというと意見が二つに分かれていまして、例えば異議申し立てを受け付けるということに関しては、ガイド
ラインで決まりました。ここにいらっしゃる皆さんももうこれは納得していますという前提なんですが、そこから、で

はどうしましょうといったときに、第三者機関なり何らかの機関を設けるのか、それとも産業界の方がおっしゃる意

見からしますと、今のＪＢＩＣさんの機能で十分なのではないでしょうかというふうに二つあります。 
そこで私はちょっと勉強不足で申し訳ないんですけれども、ＪＢＩＣさんはこれまでどういう形でその異議申し立て

を受け付けてこられてきて、どういう体制で、どう処理されていたのかというのがあって、それについて見たうえで、
おそらく見る方が見ればそれで十分ではないでしょうかと。もしかすると厳しい目で見ると、いやそこのその部分が

ちょっと問題だから変えるべきだと、それとも抜本的に変えて第三者機関を設けるべきだという話というのが、なん

となく最初にあるのかなという気がしまして、もしもできましたらなんですけれども、これからの議論の早いうちの段
階で、そういったものが一度明らかにされますと、話し合いに入りやすいのかなと個人的にするものですから、ご

検討いただければと思います。以上です。 
 

（矢島次長） 

 
先ほどお話ししましたように、そういう意味では今、白地で考えておりますので、いろいろな方、これから論点整



   

 - 15 - 

理をしていく中で考えていきたいなと思います。 

それで現状はないかというと、当然先ほどもちょっと申しあげましたけれど、個別にプロジェクトについて問題が

あるというときにはお話をいただいていて、私ども話し合いを拒否するという姿勢は全くございませんので、お話し
いただいてそこで実施機関に伝えたほうがいいものは伝えるという姿勢はとっております。ですからそこはむしろ

こういう形でどういう手続にしていくのかというのは、透明性のところなんだろうと思うんですね。今でもないかとい
うと、当然お話しいただければそれは承っておりますけれども、さらにそういうのを承って、はっきりと出していくと

いうことなのかなというふうに理解はしております。 

もう予定の時間もちょっと過ぎまして、いろいろご意見をいただいて、ほかになければ今回は今後の進め方とい
うことで、いろいろご意見を賜ったことを参考にしながら進めていきたいと思います。 

次回は今月中に開きたいなと思っておりますけれども、下旬を考えております。前広にご連絡を差し上げたいと
思っております。どうもありがとうございました。またよろしくお願いいたします。 

 

以 上 


